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東京都における今後の都市研究の
課題と研究交流の推進について
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佐野博敏総長 長倉康彦 工学部長

磯部力教養部長 石田頼房 都市研究センタ一所長

その他、都市研究センター専任研究員及び兼任研究員

シンポジウム開催の趣旨

このシンポジウムは、東京都立大学都市研究センター設立15周年を記念して、都市研究セ

ンターの研究活動をふりかえり、今後の発展の方向を考えるとともに、東京都における都市

研究の推進と、研究交流の拡大等の課題について、東京都、特別区及び市町村の調査研究機

関等の関係者と、学内の関係者との聞で幅広く意見交換を行うことを目的に開催したところ

である。

シンポジウムは、佐野総長の開会あいさつに引き続いて、「東京都における今後の都市研究

の課題と研究交流の推進について」をテーマに、都市研究センターの石田所長、東京都職員

研修所の木谷課長、及ひ東京市政調査会常務理事の東郷氏からそれぞれ報告があり、また、こ

の三氏の報告をもとに討論が行われた。東京都の政策担当者としての立場から、企画審議室

の熊崎部長、都市計画局の只腰課長、及び住宅局の戸井課長の発言があり、さらに、東京都

の都市白書・住宅白書づくりや「均衡ある都市づくり検討フ。ロジェクト・チーム」への参加

といった例をひきあいに、東京都の政策課題とのかかわりで都市研究センターの活動を評価

するとともに、引き続き、東京都の都市政策にとっての指標ないし指針となりうるような研

究の取組みについて、様々な角度から期待がょせられた。さらに、東京フロンティア協会の

中山次長から、東京フロンティアとの関連において、アジア・アフリカの都市に貢献できる

ような都市研究や、市民に向けての都市研究成果の普及といった課題を含めていくつかの質
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聞が出され、これを受けて各報告者から応答があり、活発な討論が行われた。

開会のあいさつ及び報告の内容は、以下のとおりである。なお、討論の内容については、紙

面の都合もあり割愛することとした。

1.開会あいさつ

2.都市研究センターの歴史と将来計画の課題について

3.職員研修所の調査研究機能の強化について

4.東京市政調査会の調査研究について

佐野博敏*

石田頼房**

木谷正道***

東郷尚武****

1 .開会あいさつ ております。簡単ではございますが、開会に際し

佐野博敏 ましての挨拶にかえさせていただきます。どうも

本学の都市研究センターが設立されまして、今 ありがとうございました。

年でちょうど15年になりまして、それを記念いた

しまして、来し方行く末を考え直して、さらにー 2.都市研究センターの歴史と将来計画の

層の発展をしたいということで、このシンポジウ

ムが企画をされたと言うふうに伺っております。

ご存知のように、今、いろんな大学で改革が論じ

られておりますが、本学もほかの大学に負けない

特色のある改革をしようと思っておりますが、都

市研究センターもいろんな将来構想等を具体的に

お持ちでございまして、本日も後ほど紹介があろ

うかと思います。この資料を拝見いたしますと、東

京都の政策担当の方々、その他、学外からいろい

ろな方がお見えでございまして、その方々の紹介

というのは後ほどあるそうでございますので、こ

こにお名前を挙げてお礼申し上げませんが、この

シンポジウムにおきまして、ぜひともこれからの

都立大学のあり方、それから都市研究センターの

あり方、いかに都政あるいは地域に参画し、それ

ぞれの研究所の方々等々と交流を重ねられるかと

いう、いろんな面で、ぜひ、忌悼のないご意見を

お願いいたしまして、一層発展ができれば、と思っ

*東京都立大学総長
**東京都立大学都市研究センター

課題について

石田頼房

都市研究センターの石田でございます。

きょうは、都市研究センターが企画いたしまし

たシンポジウムにご出席いただきまして大変あり

がとうございます。最初に私から都市研究セン

ターの現状と将来の計画をお話しして、皆様方か

らいろいろご意見をいただきたいというふうに考

えております。

私の報告は、封筒の中にレジュメが入っており

ます。最初にご確認いただきたいんですけれども、

綴じたものが3っ入っていると思います。 Iつが

「東京都立大学都市研究センターの歴史と将来の課

題」これがきょうお話をいたしますレジュメでご

ざいます。それから資料の1というのがございまし

て、「東京都立大学都市研究センターの機能を大幅

に拡充する計画J1990年6月第2次案というのが

ございます。これは現在の都市研究センターの計

***東京都職員研修所調査研究室調査研究担当課長
****東京市政調査会常務理事
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画のもとになった資料でございます。資料の2に

「大学院都市科学研究科設置計画Jというのが入っ

ております。 1992年6月に大学院都市科学研究科

設置準備委員会がとりまとめまして、本学の評議

会に報告した資料でございます。それから、 r'92

都市研究センタ一年報』という問子が入っており

ます。

それでは、レジュメに沿ってお話ししたいと思

います。先ほど総長からもごあいさつがご、ざいま

したように、本年は都市研究センターが設立され

てから 15年という年に当たりますので、その15年

を記念してということできょうの会を聞かせてい

ただきました。それですから、始めのところでは

都市研究センターの歴史的発展を書いてございま

す。ここのところは、きょうの報告では時間の関

係で省かせていただきますので、後でお読みいた

だければというふうに思います。

話は次の都市研究センターの充実と大学院都市

科学研究科の設置から入りたいと思います。都市

研究センターの拡充計画、資料の1ですけれども、

これと東京都第3次長期計画の関係をまずお話をし

たいと思います。都市研究センターは多摩ニュー

タウンへ移転したあとのことを目指しまして、移

転後どういうふうに都市研究センターを発展させ

ていったらいいかということを考えまして、「都市

研究センターの機能を大幅に拡充する計画」を

1989年10月にまとめております。これは、時期

は移転前ですけれども、移転後を目指したこうい

う計画を考えたわけです。それに従って計画をど

うやったら具体化できるかという準備を進めてい

たわけですが、 1990年4月に東京都の第3次長期

計画を策定するということになりまして、大学の

ほうにも計画をまとめるようにという依頼が都の

ほうからございました。大学の中でも、各部局か

らどういう構想かということを求めたわけですが、

都市研究センターは前の年の 10月にそういう計画

を準備しておりましたので、これを第3次長期計画

案に対応させて修正した「大幅拡充計画第2次案」

なるものをまとめました。大幅拡充計画なんでい

うものは、何か計画らしくなくて、おかしなネー

ミングだというふうに言われるのですけれども、そ

ういう名前をつけました。あとでごらんいただけ

ればわかると思いますけれども、東京都の第3次長

期計画の策定の項目といいます、案を眺めながら、

それのどこに我々の計画が当てはまっていくのか

ということを考えながら、検討を進めてこの第2次

案をまとめたわけでございます。

この案では3つのことが書いてありまして、 1つ

は都市研究センターを7部門14人の研究員のいる

組織に拡充して、都市研究センターから都市研究

所へ格上げというか、発展をさせる。それから2番

目に、独立大学院としての都市科学研究科という

ものを設置する。それから3番目に財団法人都市研

究センターというものを外郭組織としてつくる。

こういう構想を述べまして、 2000年までの段階計

画を含んでおります。この計画が現在の都市研究

センターの発展の基礎になっているわけでありま

す。東京都第3次長期計画には、都市研究センター

の充実、それから大学院都市科学研究科の設置が

盛り込まれました。財団法人設立の計画は、これ

は当然のことですが、大学から別に出さなかった

わけであります。しかしこのときの計画には 3，

500平方メートルという面積が必要であるという、

施設計画があったわけですが、折衝の過程でこれ

は出さないことにしました。これは現在大きな問

題点、として残っております。

中身を、現在どこまで進んでいるかということ

を含めてご説明いたしますと、都市科学研究科の

設置計画に関しては、もともと我々センターでは

大学院教育が必要であるということを考えまして、

いろいろ検討してきたわけですが、先ほど申しま

したように第3次長期計画に受けとめられまして、

独立研究科としての都市科学研究科を設置するこ

とが正式に認められました。その後、学内の検討

を経まして、資料一2のような「都市科学研究科設

置計画」がまとまったわけです。これも詳しくは、

ここではお話しする時間もございませんので、

あとで資料をごらんいただきたいと思います。現

在はこれに基づきまして、具体的設置準備を進め

ております。 11月には都市科学研究科の将来の研

究科委員会に相当するものの準備会をつくりまし

て、カリキュラムとか入試方法を詳細に検討する
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ことになっております。どういう構想かというこ

とだけを簡単に申しておきますと、一応都市研究

センターが7研究部門、 14名の専任研究員を持つ

という構想ですが、修士課程設置時点では8名であ

ろうと思います。現在7人目、 8人目の教員を公募

して、選考中であります。これに各学部の都市関

係講座の教官の協力を得まして、修士課程では都

市に関する広範な課題の科学的分析、及び都市に

関する総合的政策科学について教育することをう

たっております。我々のねらいは、地方自治体あ

るいは都市にかかわるさまざまな産業分野で企画、

政策、あるいは計画などの仕事に携わる、政策科

学のスペシャリストを養成するというところに目

標がございます。したがいまして、都市に関連す

る多くの分野の学部卒業生の進学が期待されてお

ります。工学部からは建築とか土木、理学部から

は地理その他、あるいは人文学部の都市社会学と

か社会福祉とか、あるいは法学部の行政学、法学、

経済学部からももちろん期待されるわけでありま

す。そういうさまざまな分野のところから、一段

と高い都市にかかわる政策科学的な勉強をしよう

という学生を受け入れると同時に、これがまた我々

の1つのねらいですけれども、自治体の職員など、

社会人にも広く門戸を聞くということを考えてお

ります。そのために、社会人特別選抜という選抜

の方式をとりまして、実際の自治体における経験

なども判断に入れながら、人材を入学させていた

だきたいというふうに考えております。また昼間

仕事を持っているこれらの人たちのことを考えて、

昼夜間講制、すなわち夜も授業をやるというシス

テムをとる予定でおります。また、外国人留学生

を積極的に受けとめるということも考えておりま

す。そして引き続き 1996年には、研究者養成を目

指した博士課程を設置する予定であります。

次に都市研究センターの活動の現状についてお

話いたします。最近力を入れていることに、国際

的な研究交流の推進ということがあります。 1989

年の春に、前所長の倉沢進先生と私とがヨーロッ

パの3か国を回って都市研究機関といろいろコンタ

クトをつけてまいりました。それから研究資料・情

報の交換が進んでおりまして、特にドイツのDIFU

(ドイツ都市研究所)、それからフランスのCNRS

(フランス国立中央科学院)の都市問題研究グルー

プとは、研究者をお呼びしたり、こちらから行っ

たりという交流も進んでおります。 DIFUからは、

昨年の秋に開いた都市研究センター主催の国際シ

ンポジウムに研究者をお呼びしました。フランス

のCNRSからは、毎年のように研究員が短期間で

すがお見えになっておりますし、その関係で、フ

ランス外務省派遣の研究者が客員研究員として都

市研究センターに1年半ほど滞在しました。昨年の

秋には私が行きまして、 CNRSのグループと研究

交流についての会議をパリで開きました。それか

らソウル市立大学とは、本学との聞で交流覚え書

きが9月に締結されましたけれども、ソウル市立大

学には首都圏開発研究所というのがございまして、

こことの交流を私どもは希望しておりまして、 11

月の中旬には、私が首都圏開発研究所のお招きで

行きまして向こうで講演をするという予定になっ

ております。昨年はまた、大学移転の記念事業の

一環として、「大都市の成長:その限界と管理」と

いうテーマで国際シンポジウムを聞きまして、報

告書をこの3月に発行しております。今後もこのよ

うな国際シンポジウム、国際セミナーを共同研究

の一環として開催したいというふうに考えており

ます。

都市研究センターの成果の出版は、『総合都市研

究』という研究紀要を年に3回発行しております。

また『都市研究叢書シリーズ』というものを年2冊、

日本評論社から出版しております。また不定期な

ものとしては、『都市研究報告』というシリーズ名

で、研究の成果をまとめた形のものを随時発行し

ております。また先ほどお手もとに差し上げてあ

ります年報も、差し上げましたのは日本文のもの

ですけれども、このほかに英文のものも毎年発行

しております。それから公開講演会を毎年l回開い

ておりますが、今年は住宅問題をテーマに、今日

もお見えの法学部の磯部先生、工学部の高見揮先

生、それから私どもの福岡先生とで、都庁の都民

ホールでやりまして、大変たくさんの参加者を得

て、盛会に行うことができました。人数が超過し

て、都庁の各部局からの方は制限しなきゃいけな
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いというようことになって申しわけなかったと思

っております。

次に、本日の主題である都市研究に関して都市

研究センターが何をやっており、今後どういうテー

マをとりあげていくつもりかという点をお話いた

します。都市研究センターは、 1994年までに体制

を整えまして、教授会を持った都市研究所に改組

したいというふうに考えております。このために

は、条例や諸規則の改正が必要で、目下研究中で

あります。

どういう研究をしているのかという、研究の中

身の問題は少し詳しくお話しさせていただきたい

と思います。私どもの研究の進め方は2つの研究の

進め方がございまして、 1つは基礎研究という部分

であります。これは、いわば各学部の講座研究に

相当するものでありまして、現在5人の専任研究員

がおりますけれども、それぞれがテーマを持って

研究を進めているわけであります。現在は都市防

災、都市計画、都市経済、都市社会学、それから

都市行政学、この5人の専門家がそれぞれの分野の

研究を進めております。プロジェクト研究は東京

を中心とする大都市の課題を取り上げて、先ほど

申しましたような専任研究員を中心として学内の

都市関係の研究者、それから学外の研究者にも参

加いただいております。この学外の研究者という

場合には、東京都の各部局・研究機関などの職員

の方・あるいは東京都立のほかの大学・短期大学

の先生、さらにはほかの大学の先生、民間の研究

機関の方などを含めて非常勤研究員としてお願い

しております。そういう研究チームで、東京を中

心とする大都市問題の共同研究をしております。

現在、進めておりますのが、「大都市の緊急防災シ

ステムの最適化とその効率的運用に関する総合的

研究」これは望月教授を中心としてやっておりま

す。それから、「大都市の地域経済構造の変化と環

境の保全・創造に関する研究Jこれは萩原助教授

と高橋教授を中心として進めております。今後こ

の系列のフ。ロジェクト研究は、引き続き東京を中

心とする大都市問題を研究するプロジェクトとし

て、常時2つのテーマをとりあげ、大体1つのテー

マを4年ぐらいの期間で終わらせるという考え方で

おりますので、次々と新しい問題を取り上げてい

きたいと考えております。

今後とりあげるテーマは、現在、まだはっきり

決っておりませんけれども、考えておりますのに、

都市の地域情報システムに関する研究とか、ある

いは 1994年には地域保健計画を担当する研究者を

採用できると思っておりますので、地域医震保健

計画に関する研究などを取り上げてみたいと考え

ております。今後の問題としては、こういうプロ

ジェクトの研究テーマを考えるに当たって、都市

研究センター内部に研究企画委員会というような

ものを組織し、学内の意見を広く聴くとともに、さ

らに広く学外の研究者、都庁の各部局の企画その

他を担当していらっしゃる方など外部の人も含め

て、どういう研究課題を取り上げるべきかを検討

する都市研究懇談会というようなものを設けたい

と思っております。

それから、実は来年度から3本目のプロジェクト

研究を始めたいと思っております。これは東京都

の実施計画に既に来年度から研究プロジェクトを

もう 1つ増やすということを載せていただいてお

り、それにそって現在予算要求を進めているとこ

ろです。この3本目のプロジェクトは、少し変わっ

た視点で考えたいというふうに思っております。

今までの研究フ。ロジェクトは、東京に焦点を当て

て研究を進めてまいりました。しかし東京は、こ

の世界的な大都市としてその置かれた地位を考え

ますと、単に東京の都市問題の研究をするばかり

でなくて、国際的な視野に立った研究を進めてい

く責任があると考えられます。第3プロジェクトで

は、そういうような国際的な視野に立った研究を

継続的に進めていきたいと考えております。すな

わち海外の都市研究機関、都市研究者との国際的

な比較共同研究、あるいはアジアを中心とする海

外の大都市問題を解明し、その解決に貢献する研

究。あるいは 1994年に大学院をつくりますと、お

そらく多数の留学生が入ってくると思います。も

ちろん留学生に日本の都市問題・都市政策を勉強

してもらうことも有益であると思いますけれども、

同時に我われがそれぞれの国の都市問題を一緒に

なって考えられるように、そういう教育に役立つ
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研究を進めていく必要があるというふうに思って

おります。そういうことで国際化を視野にいれて

第3フ。ロジェクトを進めたいというふうに考えてい

るわけですが、 1993年度については、一応土地利

用計画とか、土地問題、土地政策といったような

ことを中心としたテーマを考えております。これ

は先ほど申しましたフランスのCNRSとの今まで

のいろいろな共同的な作業、あるいはドイツのデ

ュイスブルグ大学にフリュヒターという先生がお

られますけれども、この方は東京の土地問題をか

なり深く研究されている方ですけれども、昨年ベ

ルリンでお会いしていろいろお話をしてきたんで

すが、そういう方々と少しずつ共同研究の可能性

をいままで検討してきた経緯がございますので、来

年度からそういう実績のあるテーマにまずとりか

かってみたいと思い、こういうテーマで来年度の

予算要求をしております。

今後はもう少しいろいろな問題を取り上げたい

と思っておりまして、例えばこれは緊急の課題に

なってきておりますけれども、外国人労働者問題、

あるいはボーダレス時代、国境のないH制tにおけ

る国際的都市のネットワークシステムというよう

な問題、これは主として欧米の諸都市が非常に深

い経験を持っている問題ですけれども、このよう

な問題について取り組んでみたい。あるいはアジ

アとの関係で言いますと、市街地整備技術の移転

可能性とか、あるいは公衆衛生、地域保健計画に

役立つような研究とか、あるいは都市、地域にお

ける災害対策というようなことをこの第3プロジェ

クトでは継続的に取り上げたいと考えております。

特に防災問題では、本研究センターの望月教授が、

フィリピン中部地震の問題について、フィリピン

の大学関係者と共同研究を既に進めておりまして、

『総合都市研究』にも共同の論文を発表しているよ

うな実績がございますので、このような研究プロ

ジェクトも考えていきたいと思っております。

これまで申し上げてきたことは、現在我々が視

野のうちに入れて、実際にもう既に東京都の実施

計画などにも盛り込んでいただきながら検討を進

めている課題です。次に将来に向かってもう少し

大きな計画をお話したいと思います。先ほど申し

ましたように、今我々が進めている計画は、 1989

年の大幅拡充計画に基づいているものであります。

そしてそれが第3次長期計画に盛り込まれたものを

1つlつ実施をしているわけですが、次の展望とし

ては、もう少し大きな構想で都市研究センタ一、あ

るいは大学院都市科学研究科の今後のあり方を考

えて、それを次の東京都の長期計画にぜひ載せて

いただくように努力をしたいと思っております。

最初に、これはむしろもっと当面の話ですけれ

ども、我々が緊急に、 1996年あるいはその前後ま

でに、何とかしなきゃいけないと考えているのが、

都市研究所都市科学研究科の施設の計画でありま

す。移転によって都市研究センターの施設は非常

に整備をされたわけですけれども、今の施設は7人

の研究員を前提として、その研究施設だけがつく

られております。大学院教育のための施設はござ

いませんし、それからさらに都市研究センターは

専任研究員14名を目標に拡充計画を考えておりま

すので、少なくともあと 1，000数百平方メートル

の床面積の施設がないといけないのではないかと

思っております。これは、一応93年東京都実施計

画にお願いしておりますけれども、ちょっと難し

い情勢でありますので、さらに今後の努力を続け

たいと，思っております。

それから大学院都市科学研究科でございますが、

1996年に博士課程をつくると、当面我々の考えて

いた計画は完成するわけであります。しかし長期

的に考えてみますと、もっとこの都市科学研究科

を拡充していく必要があると私は考えております。

例えば現在は、 1研究科1専攻というふうに考えて

おりますが、この専攻を政策科学と、計画科学と

いうような形で、少し技術的なものと政策的なも

のに分けていくことも検討課題だと思っておりま

す。あるいは各学部、各部局の協力を強めること

によって、都市科学研究科をつくる過程でもご協

力をいただくわけですが、さらにその協力を広げ

る中で、新しい専攻をつくるということも展望で

きるのではないか。例えば都市情報システム専攻

とか、都市環境科学専攻というような新しい専攻

を設けることが可能でありますので、そういうこ

とも考えていきたいと思います。
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それからこれもやや夢のような計画に思われま

すが、都立大学の都市研究所を公立大学の共同利

用研究所にしていくというようなことはどうだろ

うかということを考えております。横浜市立大学

とは、うちの大学はいろいろ密接な関係を持って

おりますが、横浜市立大学には、経済研究所とい

うのがございまして、東京市政調査会に前におら

れた大川武教授が現在所長をしておられます。先

生は都市財政関係の研究をなさっているわけで、こ

ことの提携を強めていくことが考えられます。あ

るいは大阪市大に、都市問題資料センターという

のがございますが、ここともいろいろ交流をして

おりますが、これらと、もっと研究の共同フ。ロジ

ェクトのようなものを起こしていくようなことも

考えられるのではないかと思います。あるいは近

隣の公立大学で言いますと、静岡県立大学とか都

留文化大学にも、都市関係の研究者がおられます。

こういうところとの連携はできないだろうか。あ

るいは大阪府立大、京都府立大など、特に京都府

立大学の学長に今度なられたのは、私もよく存じ

上げている都市計画の専門家でございますので、最

近も電話でいろいろお話をしておりますが、こう

いったところとの関係を強める形で、共同利用研

究所とか、あるいは大学院の連合大学院化構想な

ども、長期的な展望では考えてみたいと思ってお

ります。

それから、財団法人都市研究センターという構

想は、 89年大幅拡充計画の中にありましたが、全

然手がついていない問題でございます。大学の都

市研究所、あるいは大学院都市科学研究科という

のは、大学という性格から見て、例えば広く海外

の対象者を含めた研修だとかセミナーをやるとか、

あるいは出版活動をやるとか、そういう点では、な

かなか動きにくい面がございます。しかしこれら

は、社会的には東京都立大の都市研究センターに

も要請されている問題だと思います。そういうこ

とが円滑にできるように、こういう提携ができる

財団があったらいいということを考えているので

す。しかし、この財団は必ずしも新しい財団をつ

くらなければいけないことではありませんし、東

京都立大の都市研究センターだけの外郭団体でな

きゃいけないということもないわけでありまして、

既存の組織とかあるいはほかの構想との関連でで

きるような組織と、密接な関係を都市研究センター

が持つということで十分うまくいくのではないか、

そういう点については、今後いろいろお話し合い

の中で考えていきたいと思っております。

最後に、きょうお集まりのような東京都に関連

する都市研究組織と都市研究センター+都市科学

研究科という東京都立大学の組織との関係を考え

てみますと、何といっても私どもの組織は、大学

院教育と結びついた研究組織というのが一つの重

要な特徴でありますし、大学にありますから、研

究の内容もややアカデミックなものです。ただ、研

究所ですから、各学部の研究に比べますとかなり

実際面も考慮に入れた研究を進めております。そ

ういう教育と研究とを一緒に持っている組織とし

て、その特徴をいかしながら、諸研究組織と連係

をはかつていきたいと思っております。

まず大学院では、修士過程で、先ほど社会人特

別選抜を行うと申しましたが、こういう社会人特

別選抜で、自治体の中で既に問題意識を持った職

員を受け入れて、修士過程でさらにその問題解析

能力を深めて職場に戻っていただければ、自治体

の行政がさらに深みを持ったものになっていくの

ではないかと思います。あるいは自治体の中での

研究的な機能を持った企画とか計画とか、あるい

は研修とかという部門にとっては、大きな戦力に

なるのではないかというふうに考えております。

また、博士過程では、本日ここに長倉工学部長も

お見えになっておりますが、現在、工学研究科の

ほうで、東京都に関連する研究機関などから研究

者を博士過程に迎え入れて、在職のまま博士号を

取得できるシステムというのを来年から実施する

ことになっております。私どもも、博士過程設置

のときには、こういうシステムを取りたいと思っ

ています。そのことによって、東京都に関連する

諸研究機関の研究者が、より励みを持って、すぐ

れた研究をしていただくことにお役に立てば、大

変幸いだと思っております。

都市研究所+都市科学研究科が一応完成した時

点、我々は7部門14名の教授・助教授がいると考
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えておりますけれども、 14名の教授、助教授がお

りまして、多数の兼任、非常勤の研究員を抱えて

いる。さらに博士過程完成時には20数名の博士過

程の大学院生がいるという布陣になります。これ

は日本の大学の都市研究施設、これはほとんどな

いわけですけれども、その中でも傑出した規模の

ものになります。ほかの国の都市研究機関に比べ

てみても、決して劣らない研究能力を持った組織

になるわけで、これが広範な都市問題を抱えた東

京都における都市研究推進の一つの中心組織とし

て役立っていくことができるのではないかという

ふうに展望しております。

以上申し述べましたことは、やや私たちの身勝

手な計画かも知れませんので、今日のシンポジウ

ムの中のご討議で、いろいろと批判をいただいて

中身を充実したものにしていきたいと考えており

ます。以上簡単ですが、私から報告をいたしまし

た。どうもご清聴ありがとうございました。

3.職員研修所の調査研究機能の強化につ

いて

木谷正道

職員研修所の調査研究室の木谷と申します。

お手元の資料の中で、 B4の横になっている「本

格的シンクタンクの確立をめざし、調査研究室を

機能強化」という、そこに何枚か資料が綴じであ

りますので、ごらんいただければと思います。冒

頭の原稿は、『都政研究』という雑誌の 10月号に

私が書いたものでありまして、 3枚目が、私どもが

この5年間の聞に仕事をしてきた調査研究テーマが

書いてあります。それから最後の2枚は『都政新

報』という、庁内紙のような新聞がございまして、

そこに掲載された記事が載っております。

私どもの職員研修所調査研究室というのは、後

に述べますけれども、今から4年ちょっと前に東京

都のシンクタンクと銘打ってつくられました。そ

の調査研究室を抜本的に機能強化するんだという

ことを、今年の9月に打ち出したわけであります。

一体何でそんなことを考えたのかという、我々の

問題意識からお話をしてみたいと思います。

地球環境問題に関連しまして、「ミッシング20J

という言葉がございますが、これは直訳すれば、失

われつつある 20年ということだろうと思うんで

す。昭和48年にローマクラブが、成長の限界とい

う有名な考え方をアピールした。つまり地球環境

なりエネルギーなり、資源というものが有限であ

るんだ、そこに早晩我々は突き当たってしまうん

だという。無限に成長していくんだという我々の

文明観に対して、かなり根本的な問題提起をした

わけであります。それが今から 19年前です。つま

り「ミッシング20Jというのは、その時の問題提

起を我々が受けとめて生かしてきたのかどうなの

か、もしかするとそうではなくて、 20年間がむだ

に過ぎようとしているんではないか。そういう反

省を込めて使われているわけであります。実は私

が東京都に入りましたのはそのちょっと前の46年

でございまして、既に私にとっては20年は過ぎて

しまった、 21年が過ぎたわけです。自分なりにか

なり一生懸命仕事をやってきたほうでありまして、

いろいろものを考えてきたけれども、結果として

どういうパフォーマンスであったのか、これは我々

の地球全体でもそうですし、日本という国でもそ

うですし、東京という都市、あるいは我々東京都

庁という組織を考えてみて、この 20年間のパフ

ォーマンスはどうだったのかなということを、今、

もう一度振り返ってみていいんじゃないかという

気がしております。

地球環境問題については、今さら私がるる申し

上げるまでもないんですけれども、レスター・ブ

ラウンという人がつくっているワールド・ウォッ

チ・インスティテュートという研究所が、毎年『地

球白書』というものを出しておりまして、私は大

変それが好きで読んでいますが、今年の『地球白

書』は実は大変に厳しかったんです。昨年の『地

球白書』に比べても、内容が非常に厳しいんです。

いろいろ代替のエネルギーの開発とか目標は定め

であるんですけれども、それによってどれだけの

効果があるかということについては、一切触れる

ことができなくなっている。全体のトーンとして

は、かなりきわどい場面にきているんだなという

印象を与えられたような白書が、今年の9回目の白

書であったわけであります。オゾンの問題、酸性
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雨の問題、それから地球の温暖化という、とんで

もない話ですけれども、それについて有効な方策

を我々は示し得ていないわけでありまして、メニ

ューはいろいろありますけれども、どうやってや

るかということについては、皆目具体的な方策が

立たない、その結果どう改善できるかということ

についても、見通しを示していないということが

現在の状況ではないだろうかという気がいたしま

す。

東京の問題については、ここ数年来、非常に激

しく東京論が浮上したわけであります。東京都も、

ここにいらっしゃる只腰さんの都市計画局、それ

から我々もかみ合いながら、東京集中問題の報告

書とか、都市白書とか、非常にインパクトの高い

調査研究を行ってきております。いずれにしまし

でも、 80年代の 10年間というのは、大変激しい変

化があった。私が入ったころも、問題の構図は同

じでありまして、過集中、諸機能の集中をどうす

るかという、 21年前からその議論はずうっとやっ

ているわけでありまして、多分私の横に座ってい

らっしゃる東郷さんも、もっともっと何十年も前

から同じ議論をずうっとやってこられたんだろう

と思うんですね。いまだにまたその問題を我々は

議論をしている。一体この間何をやってきたんだ

ろうかという、ややじくじたる思いがあります。

10年間で東京のオフィスの昼間就業者、床面積、い

ろんな問題をとってみても、大変な激しい集中が

行われた。それはもちろん、東京の活力を増加す

る上では、大変に効果があったわけですが、反面、

住宅の問題あるいはインフラの容量の問題、キャ

パシティの問題、あるいは環境に対する負荷の問

題、いろんな問題で非常に大きな問題を浮上させ

てしまったわけであります。今から1週間ぐらい前

に、東京のごみの現場をまた見てきたんですけれ

ども、中央防波堤の外側はほぼ完全に埋まってし

まっていました。その外側に、もう lつ、野球の

ベースみたいな埋め立て処分場を今つくろうとし

ておりますけれども、それもせいぜい 15年から25

年ぐらいで埋まってしまうということになってい

るわけでありまして、巨大な埋め立て処分場では

ありますが、一体これを未来永却に繰り返してい

くとどういうことになっていくんだろうか、この

あたりは全く見えないわけですね。

環境の問題、 NOxの問題についても見通しが示

せない。住宅の問題も地価は相当下がりましたけ

れども、今後どうなるかがわからない。通勤の問

題、これは相当悪化しておりますし、それから最

後に少し書いてありますけれども、地震の問題に

ついても一体どうなるんだろうかと、よくわから

ないわけであります。特に地震の問題についてい

うならば、私が都庁に入ったころには、 69年周期

説というのがあったんですね、大地震の。あれは

まだプレートテクトニクスという理論が起きる前

だったと思うんですが、経験的に70年ぐらいで巨

大地震が起きると。関東大震災は 1923年ですか

ら、今年がちょうど69年ということになります。

その後にいろいろと科学的な知見が行われまして、

年間数センチずつフ。レートが動いているんだと、そ

れが近海でぶつかり合ってもぐり込んでいる。し

たがって、ある時期にくると、プレートがノfッキ

っと折れるんだ。その直前にちょうどせんぺいが

折れるときに小さいひび割れができますけれども、

そういう形で直下地震が起きるというようなこと

がわかってきたわけであります。本格的な大地震

の再来というのは来世紀の後半以降というふうに

言われていまして、少しまだ準備の時聞がありま

すけれども、直下地震については、かなり切迫し

ているということが実情なんだろうと思います。

そうした中で、今、東京都の政策研究開発という

ものをどう考えていくのか、そのあたりが我々の

問題意識であります。

東京都における政策研究開発の現状という項が

ございますが、数年前、あるいはもう少し前から、

いわゆる民間への「丸投げJという議論が大分都

庁でされています。つまり野村であるとか、三菱

総研であるとか、あるいは技術的な問題にしても、

コンサルタントに丸投げをする。もちろん民間へ

の委託そのものがすべて悪いというわけじゃない

んですけれども、場合によるとどういう問題があ

るかと、問題をどういう形で解決するのかという

基本的な構想といいますか、基本的なコンセプ卜

まで含めて民間に投げてしまうということがあり
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ます。これは、大変忙しいということもあって、ま

た非常に人事移動も激しくなっていますから、な

かなかじっくりとそれぞれの事業執行部局で議論

をしながら、構想をまとめていくことが難しいと

いう問題もあるのかも知れませんけれども、どう

もそういう弊害が出てきている。実は私どもの調

査研究室は、そういう調査委託の状況を改善しよ

うということで、今、最前列に座っておられるフ

ロンティア協会の中山次長が研修所長の時に、初

めてつくられたものであります。この間、幾っか、

かなりインパクトのある調査研究を行ってきてお

りまして、例えば「地域間産業連関表」というも

のがありますが、これは物流だけでなくて、廃棄

物の問題に適用して、長期的なごみでありますと

か、それから環境に負荷を与える物質がどう出て

くるのかという研究にこのツールを使おうと思っ

ております。これは全国でもユニークな産業連関

表であります。それから、「東京集中問題報告書J

というのは、平成2年、平成3年に中間報告、最終

報告が出ましたけれども、これも我々と都市計画

局と共同で調査をした。そのほか、「高齢者の生活

費用実態調査Jとかいろいろなものがありますけ

れども、それなりにいい調査をやってきておりま

す。しかしながら、先ほど申し上げましたような、

今の我々が置かれている、大きな環境ということ

で考えますと、とりあえずそこそこの調査をやっ

ていればいいというわけでは絶対ないだろうとい

う気がいたします。いろんな、まだ解決の見通し

を示していない問題がたくさんある。それについ

て肉薄をしたいというふうに考えております。

本格的なシンクタンク確立の展望という項がご

ざいますけれども、この間2か月間、かなり激しく

議論をして、これからどうしていくのかという方

向を検討してきました。それが9月ごろにまとまり

まして、今、それをいろんな形で明らかにし、定

数上の要求もし、来年の4月に向けて本格的なシン

クタンクの確立という課題を掲げて、今、いろん

な事業を行っている最中であります。ポイントは

3つあるんですけれども、我々の調査研究の質をど

う上げるか、それからそれによって調査研究室へ

の評価と信頼を、これは都庁の各局からの信頼も

含めてですけれども、これをどう高めるのか。そ

のことによってさらに擾秀な人材をどう確保して

いくのか。実際これは全部つながっているわけで

ありまして、どこかでI回、ひと押ししないと好循

環にならないわけですけれども、これをやろうと

しております。人員については、今、定数の要求

をいたしておりますけれども、 5チームの専門チー

ムをつくろうというふうに考えております。都民

生活チーム、都市づくり、都市環境、国際政策、行

財政経営。課長をチーフとして、そこに係長と職

員をつけるという形でのチームを考えています。

それによって、調査研究室と一緒に、仕事をする

ならば、かなり質の高い良い仕事ができるという、

言ってみれば受け皿をまずつくるというところか

ら、先ほと申し上げたような好循環へのl歩にした

いと考えているわけであります。もちろん、東京

都全体では総定数抑制という大変に厳しい人員の

見直しを行っているわけでありまして、そういう

中で定数を増やすということは、そう簡単にいく

わけでもないということもわかっておりますけれ

ども。単に調査研究室だけの質をどうするかとい

うだけではなくて、それが、 1つの要の役割をしな

がら、各局における政策研究開発をどう活性化し

ていくのかということをにらみながら、我々の構

想を立てているわけであります。

Vとして、都庁の共有財産としてのシンクタンク

というところがございますけれども、我々の特徴

というのは3点ある。 1つは各局と徹底した議論と

共同作業を行うということでありまして、先ほど

申し上げたように、丸投げを受けて丸受けをする

という、民間のシンクタンクがやっているような

やり方はしないということであります。各局、そ

れから関係局との間でテーブルをつくりまして、そ

の中で本音で議論していく。議論の水準を上げて

いくための作業については、これは我々が行って

いきますけれども、あくまでもやはり各局のほう

から、問題意識と、それから各局が持っている知

恵を出してもらう。それをかみ合わせながら、質

の高い政策研究開発をしていく。先ほど少し民間

シンクタンクの丸投げについての文句を言いまし

たけれども、実は都市づくりでありますとか、都
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民生活とか、それから都市環境も含めて、このあ

たりのノウハウというのは、実は都庁の中にたく

さんあるわけでありまして、民間に頼んでも結局

東京都の各部局に対していろいろ勉強会をつくり

ながら民間もやっていく。つまり我々が既に都庁

の内部で持っているものを上手にかみ合わせるな

らば、実はそれでかなりの仕事ができるわけであ

ります。もちろん専門の研究者のお力添えも当然

必要になるわけですけれども、やはり主体は、我々

役人自身がやっていくというところにポイントを

置いております。

それから各局を支援するという、このコンセプ

トは非常に大事でありまして、我々だけが政策研

究開発の質が高いんだという形で、いばってみても、

はじまらない。各局にどう貢献していくのかとい

うところが非常に大きなポイントになるだろうと

思っております。人材の活用という点では、ロー

テションをどうするか、それから専門職的な研究

員をどうするかとか、いろいろ難しい問題があり

ますけれども、なかなか一長一短でありまして、長

期的に専門職的な研究者として、我々の組織の中

にいるということが必ずしもプラスにならない場

合がある。かといって、短期の人間だけでは息切

れがしてしまうということで、要はバランスの問

題なんだろうと思っております。

当面の方針と課題ということでは、実は9月の下

旬の段階で具体的に 14項目の事業を決めまして、

そのうち 11までは、ほぼ実行のめと、がついた、あ

と3つは今、色々考えております。それができ上が

った時点で、やろうとしているのは、政策情報シ

ステムというものをもう一度再構築したいという

ふうに考えています。企画審議室を含めて、幾つ

かのコンビュータを使ったいい情報システムをつ

くったんですけれども、やはり日常的な業務を抱

えながら、そのシステムを維持していくというの

はなかなか至難の技でありまして、コストパフォー

マンスの点からいって、どうも人的なコストが非

常にかかってくる。情報システムの問題というの

は、メンテナンスをする側にはあまり得にはなら

ない。やってくれれば、ユーザーのほうは非常に

助かるんですけれども、維持していく苦労という

のは実は大変なんです。それを維持していくこと

の苦労なり、そのことの評価というものを、組織

がきちんと行うという、そのことによって頑張っ

てやっている人聞をきちんと評価していくという

ことがありませんと、どうしてもくたびれてしま

うんですね。そのあたりは、我々の調査研究室で

やっても同じ問題があるんですけれども、今の時

期は、各局でそれぞれいろいろやってみたことを、

一度反省会をやってみて、その上でどういう形、ど

ういうソフトウェア、どういうハードウェア、コ

ストパフォーマンスをどう考えていくのかという

ことも含めて、我々がどういう情報システムをつ

くるかということを検討してみたいなと思ってお

ります。

11月9日に、ここにいる只腰さんを含めて、き

ょうここでやっているのと同じようなフォーラム

を都庁で予定をしております。第2庁舎のホールで

やります。テーマは、「自治体シンクタンクの可能

性Jということでありまして、我々が問題提起を

したことについて、各局がどういう議論をするの

か、どのぐらいみんなの感じにフィットしている

のか、すれ違っているのかどうなのか。各局にし

てみれば、今さら何を言うんだということもある

かもしれませんし、あるいは非常に結構なことだ

ということになるかもわかりませんけれども、と

にかく今、政策研究開発を行っていくということ

の意義であるとか、何をそれでやっていくのかと

いうことも含めて、基本に立ち返った議論を大い

にやってみたいと思っております。

先般、首都圏自治体シンクタンク連絡会議とい

うものを1都3県のシンクタンクを集めてやったん

ですけれども、 1つ、非常に刺激になったことがあ

ったんです。神奈川県の自治総合研究センターと

いうのは、『自治体学研究』という非常に立派な本

もだしていますし、実績があるわけであります。そ

れから埼玉県には財団法人の埼玉総合研究機構と

いうものがある。これも比較的名前が売れていま

す。千葉県は、どうもだめなんじゃないかと僕は

思っていたんですね。千葉県の企画部企画室の政

策班という 1つの係がやっているわけですが。とこ

ろが出てきた政策班の若い主任主事の方が、非常
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に元気がよかった。そこで彼らが示したものは、

『殻破りの豊かさ論』という報告書でした。かなり

部厚い報告書ですけれども、これをつくったのが

平均年齢27歳の職員 14名でありました。男が8

人、女が6人で、おまわりさんから看護婦さんまで

いると。それがプロジェクトチームをつくって、今

のほんとうの豊かさは何なのかと。国の経済白書、

国民生活白書を読んで、東京都が出した報告書も

読んで、巻末にはデータ集までついている。その

中で千葉において、ほんとうの豊かさを実現して

いくためにどうすればいいのかということについ

ての、非常にいい分析をしています。なおかっ、胸

を打ったのは、それをそのまま書いてもだれも読

まないというので、劇仕立てにしまして、 1幕何と

か、 2幕何とかというので、登場人物も出てくるわ

けでありまして、非常に読みやすい、読む人間に

とっての配慮も忘れていない、非常に質の高い報

告書を紹介してくれたわけです。

若い人たちがそれだけ頑張っているということ

は、非常に僕にとっては新鮮でありましたし、な

おかっそういう若い人たちを乗せて、うんと働か

せるように仕向けているという組織がある。その

こともなかなかすごいなと、そのあたりの感覚を

もう一度都庁の中で取り入れていきたい、そうい

うふうに考えております。

時間がまいりましたので、私のほうからはこれ

で終わりにいたします。

4.東京市政調査会の調査研究について

東郷尚武

ご紹介にあずかりました東郷でございます。た

だいま都市研究センタ一、ならびに東京都が取り

組んでおられるお話を伺いまして、私は大変心強

く感じた次第でございます。

私がきょう申し上げますお話は、現在、私がお

ります市政調査会で何をやっているかというぐら

いのお話で、将来展望というようなことについて

は、抱負経論というほどの、今、お二人の講師の

方からお話があったようなものはできないと思い

ますが、これまでの経緯も含めまして若干のお話

をしてみたいと思います。

私は、 1982年、今から 10年前に、東京都で、企

画の調査部長の後、都市計画局の総合計画部長と

いうポストにいたときに、こちらの5周年記念のシ

ンポジウムがありまして、そのときにお邪魔をさ

せていただいて、都市研究センターのあり方の問

題、そして東京都との関係の問題というようなこ

とについて、いろいろ議論させていただいた記憶

がございます。それから 10年たったわけで、ありま

して、都立大学の都市研究センターも今日のよう

な形で充実され、また、今後ますます発展される

というようなお話、非常に心強いお話を承ったわ

けであります。

それから、東京都の分については、今、研修所

のほうから体制強化のお話があったわけでありま

すが、私が東京都におりましたときの都立大学で

のシンポジウムのときには、今おります市政調査

会とのかかわりについてはお話しなかったんです

が、在職中から、東京都と都立大学の研究セン

タ一、それから市政調査会の3者の連携強化という

問題一これは人事交流も含めてですけれども、そ

ういうものが非常に大切で、あるということを考え

ておりました。もちろん、そのとき私自身が市政

調査会に籍をおくなどということは夢にも考えて

おりませんでしたけれども、認識としてはそうい

うものがありました。

そして、先ほど木谷氏のほうからも若干お話が

ありましたけれども、都における政策形成機能と

いうものが、従来、若干弱かったんではないかと

いう感じが率直なところ、しているわけでござい

ます。私も、計画部門、企画部門が比較的長かっ

たものですから、特にそういう面を感じたわけで

ございます。

人事のローテーションのお話も出ましたけれど

も、確かに役所の場合には、調査研究部門におい

ても、やはり普通の部署と同じように人事のロー

テーションによって動かされていきますから、な

かなかじっくりそういう調査、研究というものが

でききれない。また、うっかりそこへ頭を突っ込

み過き、ると、いわゆる役人の行き方としては、俗

に言えば、それなりのプロモーションの流れに乗

っていけないと、こういう問題があるわけです。
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あまり話が脱線しでもいけないんですか、ニュー

ヨークにRPA(リージョナlレ・プラニング・アソ

シエーション)という機関があります。これは、ニ

ューヨーク圏の計画を一手に引き受けているとこ

ろです。私は、ニューヨークの場合、何で役所が

計画を作らないで、リージョナル・プラニング・ア

ソシエーションが作っているのかということにつ

いて、 RPAの前の所長と議論したことがあります

けれども、彼らは案外けろっと、役人というのは

人事のローテーションがあって、とても長期的な

計画策定などということはできないんだ。したが

って、自分のところで時聞をかけて策定し、そし

てニューヨークの問題については責任を負うんだ

と、こういう話をしていました。東京都などの場

合には、役所が計画を作るということできちんと

やってきていますので、向こうの考え方とはかな

り違うなと思いましたが、ただ腰を据えて、計画

であるとか政策であるとか、そういうものについ

てじっくり時間を割きながら、先の見通しを立て

るということについては、やはり一つのスタンス

なのかなと、こんな感じがしたわけであります。役

所でつくる場合にも、そういうような考え方をあ

る程度導入すれば、それはそれで日本の場合、あ

るいは東京の場合でもできるのではないかと、か

ように考えるわけであります。

そこで、今、私のいるところのお話になります

が、きょうお手元に、私のところの『東京市政調

査会とその事業』という薄いパンフレットをお配

りしてございますので、細かい中身についてはそ

ちらを見ていただければ結構だと存じます。

さて、私のところはたまたま、今年、創立70周

年を迎えたわけでございます。関東大震災の前の

年、つまり 1992年に、内務大臣の後、東京市長に

就任した後藤新平が創設したものです。あの方は

調査研究機能というものを非常に重視されました。

昔、満鉄に調査部というのがありましたが、この

機関は大変権威のあった機関で、これも後藤新平

が自分でつくったわけですけれども、市政を運営

していくに当たっても、そういう調査機能が非常

に重要であるという認識にたってつくったわけで、

その意味では、日本におけるシンクタンクの草分

けということになります。

ただ、そのときからの考え方で、パンフレット

にも書いてございますけれども、「本会の調査は、

学術のためにする調査ではなく、市の活行政のた

めにする調査」だと。要するに、ただ調査のため

の調査ということではなしに、実際の行政に役に

立てるための調査ですよと、こういう考え方が述

べられているわけであります。そして、当時は、調

査活動を行うと同時に、それをもって世の中にア

ピールをしていった。政策提言をし、そして、市

の動きをそれなりに先導していくというような活

動もしていたわけです。例えば、市の庁舎移転と

いうような問題があったときに、そのときはたま

たま、月島ですか、あの辺に移す計画があったと

き、調査会は、むしろ従来の場所に踏みとどまる

べきであるというような、今でいうムーブメント

というか、何とか行動計画みたいなものを起こし

て、移転をとめたとか、いろいろな活動をしてい

たわけであります。

戦後は、いわゆる普通のシンクタンクと同じよ

うな形で、東京の問題だけではありませんが、都

市の政策への貢献というものを十分配慮した調査、

研究というものに重点が置かれています。政策提

言を世の中に打って出て、そして、行政の方向づ

けを大きく動かしていくというようなところまで

はいっていないわけです。その辺をどういうふう

に考えていくかということも、今後のあり方とし

て、ないではないわけであります。

私も、役人生活三十数年間を終えまして、引き

続き都市問題をライフワークとしてやっていきた

いと思い、たまたまご縁がありまして市政調査会

に参りまして、ちょうど2年たったわけであります

が、調査会の調査というのは、大きくわけで、冊

子の7ページから9ページぐらいにかけて書いてあ

るわけですけれども、自主調査というものと、そ

れから受託調査というものがあります。

私は、調査会に入って驚いたというと語弊があ

るかもしれませんが、市政調査会は、自主調査と

いうものを非常に大切にしています。実際に自主

調査というのは、毎年毎年、研究部の中でテーマ

を決めて、そして、みんなでそのlつのテーマにつ
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いて研究をし、実際にはそれを調査報告書にまと

め上げて、そして世の中に出しているわけであり

ます。

9ページに、何をやってきたかについての最近の

例が出ているわけですが、従来は、地方の問題と

東京の問題を、大体、 I年置きぐらいにまとめてお

りまして、私がちょうど参りましたときは、都心

の人口減少と行政の対応というような、いわゆる

都心の定住人口問題というものを手がけておりま

した。現在は、たまたま今年が、さっき申し上げ

ましたように70周年に当たるものですから、その

記念事業ということで、この春、一つ具体的に申

し上げますと、ニューヨークの行政研究所と共同

執筆で本をまとめました。実はニューヨークの行

政研究所というのは私どもの機関と姉妹機関であ

りまして、関東大震災のときにどーアド博士が向

こうの行政研究所の専務理事をしておられたとい

うことで、ご助言を仰いだという話は有名な話と

してあるわけですが、それ以来の連携関係にあり

ます。さらに、数年前にはきちんとした形で協定

まで結んでやっているわけです。

私、参りましてから、ニューヨークの行政研究

所と共同作業でニューヨークと東京の比較をする

ということで、ニューヨーク側5人と東京側5人で、

『大都市問題への挑戦』という本を共同執筆でまと

めましたが、これが平成3年度の自主調査の内容に

なっているわけであります。後々、また討議のと

きに、そういう国際化の問題が出ればお話し申し

上げたいと思いますが、今年度は、また引き続き、

『大都市政策の展開』ということで、これも本にま

とめるつもりであります。以上申し上げたような

ことが前年度と今年度の自主調査の中身になって

いるわけです。

もう一つは、受託調査の問題であります。先ほ

ど木谷さんのほうから丸投げの話もでましたが、私

も都庁在職中から、委託調査と、それこそ役所に

おける自主研究調査のあり方の問題について心を

痛めていたことがありますが、ただ、調査会の場

合には従来、受託があったり、なかったりという

ような状況だったようです。私自身は、これは、

今、木谷さんの立場と逆の立場になっているかも

しれませんが、調査研究機関というのは、やはり

ある程度の受託も受けながら、そこで、先ほど委

員会制度の話もありましたが、そういうようなも

のを通じて、行政側と学識経験者側、あるいは研

究所側が一緒になっていろいろな討議をし、その

中から政策の提言というようなところにまで議論

が高められていく、というようなアプローチが必

要ではないかと思うわけでございます。

私が調査会に参りましてからは、企画審議室か

らの調査の委託であるとか、多摩都市整備本部か

らの委託であるとか、そういう委託も受けている

わけでございますが、私の率直な感想、から言いま

すと、いわゆるシンクタンクとしては、まだ受託

の量というものが、ほかのシンクタンクに比べれ

ば少ないのかなという感じがしております。

自主調査と受託調査のウエートづ、けについて今、

調査会の内部でもいろんな議論があるわけであり

まして、普通のシンクタンクと比べますと、確か

に受託のウェイトは低いわけであります。木谷さ

んの論文の中にもありますが、 1人の研究員が10

件も受け持つとか、金額にしますと何千万という

ようなお話になりますが、ただ、あまり大きく、 1

人で何本も引き受け、 1人で5，000万以上も引き

受けるというような段階になりますと、実際には

調査内容が非常に雑になってくるということもあ

ります。したがって、その辺は若干慎んでいかな

ければならないわけですけれども、自主調査と、そ

ういう受託調査は、うまくバランスをとっていく

ことが必要だと思います。そういうことが、これ

は内部のお話になりますけれども、研究員の質を

高める一助になるんだろうと思います。

考え方によっては、自主調査というか、あまり

人に煩わされないで、自分で勉強の時間さえあれ

ば自分が高まるという議論もあるのかもしれませ

んが、やはり外部の人との調査研究活動、切瑳琢

磨といいますか、そういう中で高められていく部

分も結構あるのではないかというように、私は理

解をしているわけであります。

それから、その他の研究事業活動でありますが、

私のところは、自主調査でいろいろな論文をまと

め、本を出版するようなこともやっておりますが、
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1988年からは『都市問題研究叢書』であるとか、

それから、ここにも書いてあったと思いますが、ブ

ックレットのようなものも刊行しているわけでご

ざいます。それから、あとは東京問題研究会とい

うことで、何も東京の問題だけをとりあげるわけ

ではありませんが、研究会を聞き、そして、特に

ここ一、二年は、海外からいろいろなお客様が見

えたときをとらえて、ニューヨークならニューヨー

ク、あるいはロンドンの行政改革といった都市問

題についての最近の情報を披涯していただき、そ

して、そこで議論をすると、こういうような研究

会を年に数回開催しております。

それから、あとは海外研究調査機関との連携の

問題があります。これは、都立大学でも、石田先

生から先ほどお話がありましたように、非常に積

極的に取り組んでおられるわけですけれども、私

のところは、基本的には先ほど来申し上げている

ように、ニューヨークの行政研究所 (IPA)と1987

年に協定を結び、連携をとりながら共同研究をや

っているわけでありまして、それ以外の調査研究

機関との連携についても、今後、その輪を広げて

いきたいと思っております。

ゐところで、私共の東京市政調査会について、矢口

らない方は、まず東京都の外郭団体だと思われる

方が非常に多いということがあります。それから

東京市政が東京都政になったのに、何で市政調査

会なんですかという質問が非常に多いわけであり

まして、これは英語のほうが体をあらわしており

ます。英語の場合ですと、トウキョウ・インステ

ィチュート・フォー・ミューニスバル・リサーチ

ということになりますから、東京にある市政の研

究所ということで、このほうが時代に合った名前

になっているんです。何故「調査会」というよう

な名前を70年前につけたかよくわかりませんが、

いずれにしてもそういうことでありまして、東京

都政も、来年、 50年を迎えるわけで、市政調査会

それ自体は、当初、東京都の絡みで出発をしたと

いうことは確かでありますが、現在、 660ほどある

全国の市のお役に立とうということで調査・研究

活動をしているわけであります。

全国の都市とのかかわりということでは、実は

先週も前橋に3日間おりましたけれども、全国の都

市問題会議の開催があります。これは、発足当初

は私どものところだけで主催をしていたという経

緯もありますが、現在は、全国市長会等々と連携

してやっております。これは年間 l回であります

が、全国、回り持ちで、今度の場合は、 2，200人

一市長さんが百四、五十人。それから市議会の議

長さんが、やっぱり百数十人というような大きな

会議であります。これは、今後とも発展させてい

かなければならないと思っております。

そのほかいろいろございますが、時間の関係も

ありますので、今後の問題だけ若干お話をしてお

きたいと思います。

今後の私どもの運営の問題としては、自主研究

と受託の関係をどうするかということが一つあり

ます。先ほど、私どもの体制というか、組織につ

いてお話をしませんでしたが、私のところは、研

究部として 12名ぐらいのスタッフがいるわけで

す。研究員の従来からのやり方ということもあり

ますので、自主と受託のウェイトづけをそう一気

に変えるわけにもいきませんが、もう少し皆で検

討する余地があると考えております。

第二に、東京問題と地方都市の問題にどのよう

にかかわっていくかという問題があります。先ほ

ど自主研究のところで申し上げましたけれども、東

京の問題と地方の都市の問題を交互にやっていく

のか、それとも大都市問題中心にやっていくのか

ということがあります。

それからもう一つは、東京の問題がかなりのウ

エートを占めるようになっておりますが、東京の

問題をやる場合に、どうしても国際化との関連と

いうものが非常に大きいわけです。私が参りまし

てからでも、海外とのおつき合いが非常に増えた

ということがあります。数年前から見ると非常に

忙しくなったなと思うのは、数年前は、海外との

やりとりは手紙で行われていたということがあっ

たと思います。最近、いろいろあちこちとつき合

ってみて、英国はまだファックスよりも手紙優先

という感じがあって、急ぐときはファックスでや

って、後、手紙でフォローしますが、米国の場合

は、最近は手紙が来ないで、ファックスだけのや
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りとりでばんばんやるものですから、前のような

悠長な形にはいかないというようなことで、情報

化時代の目まぐるしさを痛切に感じるわけであり

ます。

それから、今後の問題として、先ほど石田所長

さんのほうから、全国のほかの機関との連携のお

話がありましたが、これについても、海外の機関

もそうですけれども、全国のいろいろな機関との

連携、これをもう少し主導権を持ってきちんとや

ったらどうかというようなご意見も頂戴している

わけでございます。

そういうことで、私なりには、今後ますます、充

実・強化を図っていきたいと存じておりますが、や

はりこういうものも若干の時間というものが必要

なのかも知れません。これから後いろいろ討議の

中で出ると思いますが、東京都で考えておられる

ような方向、そして、都立大学でこれから充実、強

化を図っていこうと言われる方向というものと、そ

れから、調査会で私などが考えているような方向

というのは、かなり近接しているというか、似通

ったところがあると思います。今後は、むしろそ

ういうものをどう整合させ、そして、 トータルで

いかに調査研究活動というものを充実させていく

のかということを検討することが必要だと思いま

すし、その辺のリンケージがますます重要になる

のではないかということを痛切に感じているわけ

でございます。

時間もまいりましたので、とりあえずこの程度

にさせていただきたいと思います。どうもありが

とうございました。




